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Ⅰ 組織及び運営 

 

１ 人事委員会 

 

(1) 人事委員会の設置 

 

地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第７条第１項の規定により、都道府県

及び指定都市は条例で人事委員会を置くこととされており、本県においては、兵庫県人事委員会設置

条例（昭和26年条例第23号）により、昭和26年６月11日に設置された。 

 

(2) 人事委員会の権限 

 

人事委員会の権限は、次のとおりである（法第８条第１項）。 

ア 人事行政に関する事項について調査し、人事記録に関することを管理し、及びその他人事に関

する統計報告を作成すること。 

イ 人事評価、給与、勤務時間その他の勤務条件、研修、厚生福利制度その他職員に関する制度につ

いて絶えず研究を行い、その成果を地方公共団体の議会若しくは長又は任命権者に提出すること。 

ウ 人事機関及び職員に関する条例の制定又は改廃に関し、地方公共団体の議会及び長に意見を申

し出ること。 

エ 人事行政の運営に関し、任命権者に勧告すること。 

オ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関し講ずべき措置について地方公共団体の議会及び長に勧

告すること。 

カ 職員の競争試験及び選考並びにこれらに関する事務を行うこと。 

キ 職員の給与がこの法律及びこれに基づく条例に適合して行われることを確保するため必要な

範囲において、職員に対する給与の支払を監理すること。 

ク 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措

置を執ること。 

ケ 職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決をすること。 

コ 前２項目に掲げるものを除くほか、職員の苦情を処理すること。 

サ 前各項目に掲げるものを除くほか、法律又は条例に基づきその権限に属せしめられた事務 

 

(3) 人事委員会の構成 

 

人事委員会は３人の委員で構成され（法第９条の２第１項）、委員は議会の同意を得て知事が選任

する（法第９条の２第２項）。 

委員の任期は４年（法第９条の２第10項）で、委員は次のとおりである。 

職 名 氏 名 
常勤・ 

非常勤 任 期 現 職 略 歴 

委員長 
大 久 保 和 代 

(おおくぼ かずよ) 
非常勤 

令和6年4月 1日から 

令和8年6月30日まで 

 

－ 
･企画県民部女性青少年局長 
･中播磨県民センター 
副センター長 
･神戸県民センター長 

委 員 
(委員長職務 
代理者) 

鈴 木 尉 久 

(すずき やすひさ) 
非常勤 

令和3年10月13日から 

令和7年10月12日まで 

間瀬･鈴木法律 

事務所(弁護士) 

･兵庫県弁護士会会長(H25) 
･建設工事紛争審査会会長 
･県民生活審議会委員 

委 員 
長 尾  真 

(ながお まこと) 
非常勤 

令和5年10月12日から 

令和9年10月11日まで 

神姫バス株式会社 

代表取締役社長 

･(公社)兵庫県バス協会会長 
・姫路経営者協会理事 



- 2 - 

 

 

 

(4) 人事委員会の運営 

 

委員長は委員の選挙により選出され、委員会を代表する（法第10条）。 

委員会の会議は、原則として委員全員の出席により開催され、議事は出席委員の過半数により決す

る（法第11条）。 

人事委員会の令和６年度の会議は22回、議案等の内訳は議案111件、協議事項３件、報告事項43件、

計157件、その内容は次のとおりである。 

回数 年月日 議 案 等 

1729 R6. 4. 1 〔議  案〕 

１ 委員長選挙の件 

２ 委員長職務代理者指定の件 

〔報告事項〕 

１ 令和５年度看護師等採用選考試験の実施結果及び令和６年度実施予定 

1730 R6. 4. 10 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1728回及び第1729回） 

２ 事務系職種（大卒程度・通常枠）採用試験実施要綱決定の件 

３ 資格免許職採用試験実施要綱決定の件 

４ 獣医師採用選考試験実施要綱決定の件 

〔報告事項〕 

１ 令和５年度警察官採用試験の実施結果 

２ 任命権者が行った処分 

1731 R6. 4. 19 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1730回）  

２ 県の事業場に係る労働基準法別表第１各号の適用区分決定の件 

３ 令和６年職種別民間給与実態調査要綱決定の件 

４ 令和６年職員給与実態調査要綱決定の件 

〔報告事項〕 

１ 令和５年度人事委員会年報 

1732 R6. 5. 9 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1731回）  

２ 事務系職種（大卒程度・早期SPI枠）採用試験第１次試験合格者決定の件 

３ 技術系職種（大卒程度・経験者）採用試験（春日程）筆記試験合格者決定の件 

４ 採用選考試験（第１回）実施要綱決定の件 

〔報告事項〕 

１ 措置要求取下げの件（令和６年（措）第２号議案） 

２ 任命権者が行った処分 

1733 R6. 6. 6 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1732回）  

２ 審査請求の受理及び審査長の指名の件（令和６年（不）第３号事案） 

３ 事務系職種（大卒程度・早期SPI枠）採用試験最終合格者決定の件 

４ 技術系職種（大卒程度・経験者）採用試験（春日程）最終合格者決定の件 

〔報告事項〕 

１ 措置要求取下げの件（令和６年（措）第３号事案） 

２ 任命権者が行った処分 
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1734 R6. 6. 25 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1733回）  

２ 事務系職種（大卒程度・通常枠）採用試験筆記試験合格者決定の件 

３ 獣医師採用選考試験最終合格者決定の件 

４ 事務系職種・技術系職種（高卒程度）採用試験実施要綱決定の件 

５ 採用選考並びに職務の級及び号給決定の件 

〔報告事項〕 

１ 職員採用広報の強化（令和６年度） 

２ 事務系職種・技術系職種（高卒程度）ガイダンスの実施 

1735 R6. 7. 1 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1734回）  

２ 資格免許職採用試験筆記試験合格者決定の件 

〔報告事項〕 

１ 任命権者が行った処分 

1736 R6. 7. 23 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1735回） 

２ 措置要求の受理及び事務担当者の指名の件（令和６年（措）第４号議案） 

３ 事務系職種（大卒程度・通常枠）採用試験１次面接試験合格者決定の件 

４ 資格免許職採用試験最終合格者決定の件 

５ 採用選考試験（第１回）筆記試験合格者決定の件 

６ 採用選考試験（第１回）最終合格者決定の件 

７ 獣医師採用選考試験（第２回）実施要綱決定の件 

８ 採用選考並びに職務の級及び号給決定の件 

９ 職務に専念する義務を免除できる場合の決定の件 

〔報告事項〕 

１ 兵庫県人事委員会勧告に向けた申入れ 

２ 任命権者が行った処分 

1737 R6. 8. 19 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1736回） 

２ 審査請求の裁決の件（令和５年（不）第３号議案） 

３ 事務系職種（大卒程度・通常枠）採用試験最終合格者決定の件 

４ 採用選考試験（第１回）最終合格者決定の件 

５ 事務系職種（経験者）採用試験実施要綱決定の件 

６ 技術系職種（大卒程度・経験者）採用試験（秋日程）実施要綱決定の件 

７ 障害のある人を対象とする職員採用選考試験実施要綱決定の件 

８ 採用選考並びに職務の級及び号給決定の件 

〔報告事項〕 

１ 事務系職種・技術系職種（大卒程度）ガイダンスの実施 

２ 人事院勧告 

３ 任命権者が行った処分 
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1738 R6. 9. 24 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1737回） 

２ 採用選考並びに職務の級及び号給の決定の件 

３ 専決処分をしたものにつき承認を求める件 

-警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定に伴う意見の件- 

４ 警察職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則制定に対する同意の件 

５ 職務に専念する義務を免除できる場合の決定の件 

〔協議事項〕 

１ 職員の給与等に関する報告及び勧告の取扱い 

〔報告事項〕 

１ 兵庫県人事委員会勧告に対する申し入れ 

２ 令和６年職員給与実態調査及び職種別民間給与実態調査等の結果 

３ 任命権者が行った処分 

1739 R6. 10. 8 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1739回）  

２ 獣医師採用選考試験（第２回）最終合格者決定の件 

〔協議事項〕 

１ 職員の給与等に関する報告及び勧告の取扱い 

〔報告事項〕 

１ 任命権者が行った処分 

1740 R6.10. 16 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1739回） 

２ 事務系職種・技術系職種（高卒程度）採用試験筆記試験合格者決定の件 

３ 技術系職種（大卒程度・経験者）採用試験（秋日程）筆記試験合格者決定の件 

４ 職員の給与等に関する報告及び勧告  

1741 R6.10.29 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1740回）  

２ 事務系職種（経験者）採用試験筆記試験合格者決定の件 

３ 技術系職種（総合土木職）（大卒程度・経験者）採用試験（追加日程）実施要綱 

決定の件 

４ 獣医師採用選考試験（第３回）実施要綱決定の件 

５ 採用選考並びに職務の級及び号給の決定の件 

〔報告事項〕 

１ 任命権者が行った処分 

1742 R6.11. 6 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1741回）  

２ 技術系職種（大卒程度・経験者）採用試験（秋日程）最終合格者決定の件 

〔報告事項〕 

１ 職員勤務実態調査の実施 

２ 任命権者が行った処分 

1743 R6.11. 18 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1742回）  

２ 障害のある人を対象とする職員採用選考試験筆記試験合格者決定の件 

３ 事務系職種・技術系職種（高卒程度）採用試験最終合格者決定の件 
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1744 R6.12. 16 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1743回）  

２ 措置要求の判定の件（令和６年（措）第４号事案） 

３ 審査請求の審査に関する事務の一部の委任の件（令和６年（不）第２号事案） 

４ 関西広域連合の公平委員会事務受託の廃止の件 

５ 事務系職種（経験者）採用試験最終合格者決定の件 

６ 専決処分したものにつき承認を求める件 

  －職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例の制定に伴う意見の件－ 

〔報告事項〕 

１ 職員ガイダンスの実施 

２ 任命権者が行った処分 

1745 R6.12. 23 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1744回）  

２ 技術系職種（総合土木職）（大卒程度・経験者）採用試験（追加日程）最終合格者

決定の件 

３ 障害のある人を対象とする職員採用試験最終合格者決定の件 

４ 獣医師採用選考試験（第３回）最終合格者決定の件 

５ 採用選考試験（第２回）実施要綱決定の件 

６ 選考によって採用することができる職の指定の件 

７ 採用選考並びに職務の級及び号給決定の件 

８ 職員の給与等に関する規則等の一部を改正する規則制定の件 

〔協議事項〕 

１ 職員採用試験の見直し方針（令和７年度） 

1746 R7. 1. 24 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1745回）  

２ 退職手当支給制限処分に関する教育委員会からの意見照会の件（令和７年（退）

第１号事案） 

３ 児童自立支援専門員採用選考試験実施要綱決定の件 

〔報告事項〕 

１ 県民の信頼確保に向けた改善策の実施 

２ 職員勤務実態調査に係る書面調査の結果等 

３ 警察官採用試験実施計画（令和７年度） 

４ 任命権者が行った処分 
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1747 R7. 2.17 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1746回）  

２ 採用選考試験（第２回）筆記試験合格者決定の件 

３ 採用選考試験（第２回）最終合格者決定の件 

４ 児童自立支援専門員採用選考試験最終合格者決定の件 

５ 任期付職員の採用承認の件 

６ 採用選考並びに職務の級及び号給決定の件 

７ 職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例の制定に伴う意見の件 

８ 職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例の制定に伴う意見の件 

９ 職員の勤務時間、休憩等に関する条例及び会計年度任用職員の給与等に関する条

例の一部を改正する条例の制定に伴う意見の件 

10 職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例の制定

に伴う意見の件 

〔報告事項〕 

１ 令和７年度職員採用試験の見直し 

２ 令和７年度職員採用試験実施日程 

３ 採用試験広報活動計画（令和７年度） 

４ 兵庫県職員高卒程度ガイダンスの実施 

５ 任命権者が行った処分 

1748 R7. 3.10 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1747回）  

２ 措置要求の受理及び事務担当者の指名の件（令和７年（措）第１号事案） 

３ 審査請求の審査に関する事務の一部の委任の件（令和６年（不）第２号事案） 

４ 採用選考試験（第２回）最終合格者決定の件 

５ 令和７年度職員採用試験に係る募集予定職種及び採用予定人数決定の件 

６ 事務系職種（大卒程度・早期SPI枠）採用試験実施要綱決定の件 

７ 技術系職種（大卒程度・経験者）採用試験（春日程）実施要綱決定の件 

８ 職員の任用に関する規則の一部を改正する規則制定の件 

９ 公立学校教職員のへき地手当等に関する規則の一部を改正する規則制定に同意す

る件 

10 職員の給与に関する実施規定の一部を改正する規則制定の件 

〔報告事項〕 

１ 任命権者が行った処分 
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1749 R7. 3.24 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（第1748回）  

２ 事務局職員の任免、異動の件 

３ 審査請求の裁決の件（令和６年（不）第３号事案） 

４ 採用選考並びに職務の級及び号給決定の件 

５ 公立学校教職員のへき地手当等に関する規則の一部を改正する規則制定に対する

同意の件 

６ 職員の特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則制定に対する同意の件 

７ 警察職員の特地勤務手当等に関する規程の一部を改正する訓令制定に対する同意

の件 

８ 職員等の旅費に関する規則等の一部を改正する規則等制定の件 

〔報告事項〕 

１ 職員勤務実態調査（実地調査・文書指導）の結果 

２ 措置要求の取下げ（令和７年（措）第１号事案） 

３ 兵庫県人事委員会勧告に対する申入れ 

４ 任命権者が行った処分 

1750 R7. 3.31 〔議  案〕 

１ 議事録の承認を求める件（1749回） 

２ 採用選考並びに職務の級及び号給決定の件 

３ 職員の管理職手当に関する規則等の一部を改正する規則等制定の件 

〔報告事項〕 

１ 人事異動の概要 

２ 関西広域連合に係る公平委員会事務の受託廃止 

３ 令和６年度看護師等採用選考試験の実施結果及び令和７年度実施予定 

４ 任命権者が行った処分 
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(5) 規則、告示等の制定、改廃の状況 

 

人事委員会が令和６年度中に制定し、又は改廃した規則、告示及び訓令は次のとおりである。 

 

ア 規則 

規則番号 公布年月日 規 則 名 概 要 

(令和６年) 

第４号 

R6.12.24 職員の給与に関する規則等の一部を

改正する規則 

職員の給与等に関する条例等の一部改

正等に伴い、勤勉手当の成績率の引上げ

等を行った。 

(令和７年) 

第１号 

R7.3.14 職員の任用に関する規則の一部を改

正する規則 

獣医師の職への採用の選考の権限につ

いて、任命権者に委任するため、所要の

改正を行った。 

第２号 R7.3.25 職員等の旅費に関する規則等の一部

を改正する規則 

職員の給与等に関する条例等の一部改

正等に伴い、通勤手当の支給限度額の引

上げ等を行った。 

第３号 R7.3.31 職員の管理職手当に関する規則等の

一部を改正する規則 

県の組織改正に伴い、期末勤勉手当の管

理職加算の区分の改正等を行った。 

 

イ 告示 

告示番号 公布年月日 告 示 名 概 要 

(令和７年) 

第１号 

R7.3.11 職員の給与に関する実施規程の一部

を改正する規程 

警察の組織改正に伴い、級別職務区分表

の改正を行った。 

第２号 R7.3.25 職員の給与に関する実施規程等の一

部を改正する規程 

職員の旅費に関する規則等の一部改正

等に伴い、通勤手当の支給要件の見直し

等を行った。 

第３号 R7.3.31 職員の給与に関する実施規程の一部

を改正する規程 

県の組織改正に伴い、級別職務区分表の

改正を行った。 

 

(6) 条例・規則の制定に伴う意見等 
 

ア 条例制定に伴う意見 

法第５条第２項の規定により、職員に関する条例を制定又は改廃しようとするときは、県議会は

人事委員会の意見を聞かなければならないとされており、令和６年度中に条例案について意見を提

出したものは次のとおりである。 

 

意見提出
年月日 

議案番号 件 名 意 見 

R6.9.19 第368回定例会 

第108号議案 

 

警察職員の特殊勤務手当に関す

る条例の一部を改正する条例 

国家公務員の特殊勤務手当の改正内容及

び他の都道府県の同種の手当の支給状況を

考慮して、警察職員に支給する特殊勤務手

当の上限額の引上げ等を行うものであり、

異議はありません。 

R6.12.13 第369回定例会 

第176号議案 

職員の給与等に関する条例等の

一部を改正する条例（特別職、企

業職員及び病院事業職員に係る

部分を除く。） 

本委員会が行った「職員の給与等に関す

る報告及び勧告」に基づき、給料表及び諸

手当の改定等を行うものであり、異議はあ

りません。 
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R7.2.19 

 

第370回定例会 

第27号議案 

職員の給与等に関する条例の一

部を改正する条例 

県議会において議決のうえ策定されてい

る「県政改革方針」のもと、特別職に属す

る常勤の職員に準じて防災監等の給料月額

及び期末手当に係る減額措置を引き続き実

施するものであり、異議はありません。 

なお、これまで長期にわたり実施されて

きた管理職手当の減額措置は令和６年度末

をもって解消されますが、今後は地方公務

員法に定める給与決定の原則に基づき、職

員のモチベーションの向上や人材確保にも

十分留意していただきたい。 

第370回定例会 

第28号議案 

職員の給与等に関する条例等の

一部を改正する条例（条例中第１

条第１号から第４号及び第２条

第１号に係る部分） 

刑法の一部改正に伴う規定整備を行うも

のであり、異議はありません。 

第370回定例会 

第29号議案 

職員の勤務時間、休暇等に関する

条例及び会計年度任用職員の給

与等に関する条例の一部を改正

する条例 

育児のための時間外勤務の制限の対象拡

大及び会計年度任用職員の病気休暇の見直

しは、「職員の給与等に関する報告及び勧

告」に沿った内容であり、仕事と生活の両

立支援に資することから、異議はありませ

ん。 

R7.2.21 

 

第370回定例会 

第199号議案 

職員の給与等に関する条例等の

一部を改正する条例の一部を改

正する条例 

本委員会が行った「職員の給与等に関す

る報告及び勧告」に基づく、給料表の改定

を行う中での所要の措置を講ずるものであ

り、異議はありません。 

 

イ 規則等制定に伴う協議 

条例の規定により、任命権者等が規則等を制定又は改廃しようとするときは、あらかじめ人事委

員会に協議しなければならないとされているものについて、令和６年度中に、次のとおり協議を受

け、同意する旨回答した。 

 

回答年月日 件 名 協議者 

R6.9.24 警察職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 公安委員会委員長 

R7.3.10 公立学校教職員のへき地手当等に関する規則の一部を改正する規則 

知事 

教育長 

警察本部長 
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２ 事務局 
 
(1) 組織 

 
人事委員会の権限の行使を補助させるため、委員会に事務局を置く（法第12条）。 
事務局の組織は、次のとおり１課３班である。 

 
（令和７年３月31日現在） 

 
 
 
 
 
 
(2) 職員の定数・現員 

 
職員の条例定数は20人であり、現員は16人である。 

事務局長 事務職員 合計 
1人 15人 16人 

  

総務審査班 

給与班 

事務局 任用給与課 任用班 
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(3) 分掌事務  

 

人事委員会の会議の運営、勤務条件に関する措置の要求の審査、不利益処分に関する審査請求の審

査、労働基準監督機関の職権行使、事務局の庶務、職員の採用試験、職員の給与等に関する勧告など

を行っている。 

課名 班名 分 掌 事 務 

任用給与課 

 

 

 

 

総務審査班 １ 人事委員会の会議 

２ 事務局及び事務局職員の庶務、経理 

３ 勤務条件に関する措置の要求 

４ 不利益処分に関する審査請求 

５ 職員の苦情の処理 

６ 学校医等の公務災害補償に関する審査の請求 

７ 労働基準監督機関の職権行使 

８ 分限及び懲戒の基準並びに手続及び効果 

９ 退職手当の支給制限等に係る意見 

10 職員の退職管理 

任用班 １ 職員の任用（給与課の所掌に属するものを除く） 

２ 研修及び人事評価 

３ 人事記録に関する事項の管理 

４ 職員の採用選考 

給与班 １ 給与､勤務時間その他の勤務条件 

２ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告 

３ 給与の支払の監理 

４ 旅費の制度 

５ 服務の基準 

６ 厚生福利制度 

７ 職員の定年等 

８ 職員団体等 
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Ⅱ 事業の概要 

 

１ 職員の任用 

 

(1) 任用制度の概説 

 

ア 任用の根本基準 

職員の任用は、受験成績、人事評価その他の能力の実証に基づいて行わなければならない（法第

15条）。 

イ 任命の方法 

職員の職に欠員を生じた場合、任命権者は、採用、昇任、降任又は転任のいずれかの方法によっ

て職員を任命することができる（法第17条）。 

ウ 採用の方法 

人事委員会を置く地方公共団体の採用は、競争試験によることが原則であるが、人事委員会規則

で定める場合には、選考によることができる（法第17条の２）。 

 

(2) 職員の採用 

 

ア 競争試験による採用 

令和６年度に実施した競争試験は事務系職種（大卒程度)（早期SPI枠・通常枠）、技術系職種（大

卒程度・経験者）（春日程・秋日程・追加日程）、資格免許職、事務系職種・技術系職種(高卒程度)、

事務系職種（経験者）であり、受験者数は、計3,153人（事務系職種（大卒程度・早期SPI枠）1,143

人、大卒程度（事務系職種・通常枠）490人、技術系職種（大卒程度・経験者）（春日程）385人、

技術系職種（大卒程度・経験者）（秋日程）102人、技術系職種（大卒程度・経験者）（追加日程）9

人、資格免許職382人、事務系職種・技術系職種（高卒程度）127人、事務系職種（経験者）515人）

となっている。 

なお、警察官の巡査の職への採用の試験の権限は任命権者に委任している。 

 

(ｱ)各競争試験の特徴と傾向（令和６年度） 

ａ 事務系職種（大卒程度）（早期SPI枠・通常枠） 

令和６年度から民間企業併願者など幅広く受験可能なSPI3を導入し、通常枠に先行した試験

として早期SPI枠を新設し、募集職種は総合事務職のみで実施した。 

早期SPI枠では、受験者数1,143人に対し、最終合格者数は60人で、競争率は19.1倍となった。

最終合格者に占める女性の割合は56.7％となった。 

通常枠では、受験者数490人に対し、最終合格者数は137人で、競争率は前年度を0.1ポイン

ト下回る3.6倍となった。 

総合事務職では377人が受験し、最終合格者数は90人で、競争率は前年度と同じ4.2倍となっ

た。 

また、事務系職種（全職種）の最終合格者に占める女性の割合は前年度の58.2％を6.8ポイ

ント上回る65.0％となった。 

ｂ 技術系職種（大卒程度・経験者）（春日程・秋日程・追加日程） 

令和５年度と同様、春・秋の年２回実施した結果、採用予定数確保が厳しい状況であった総

合土木職を対象とし、追加日程を設けて実施した。 
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大卒程度（春日程）では、受験者数324人に対し、最終合格者数は157人で、競争率は前年度

を1.1ポイント下回る2.1倍となった。経験者（春日程）では、受験者数61人に対し、最終合格

者数は18人で、競争率は前年度と同じ3.4倍となった。 

大卒程度（秋日程）では、受験者数59人に対し、最終合格者数は26人で、競争率は前年度を

0.3ポイント下回る2.3倍となった。経験者（秋日程）では、受験者数43人に対し、最終合格者

数は10人で、競争率は前年度を1.1ポイント上回る4.3倍となった。 

大卒程度（追加日程）では、受験者数２名に対し、最終合格者数は１名で、競争率は2.0倍

となった。経験者（追加日程）では、受験者数７名に対し、最終合格者数は４名で、競争率は

1.8倍となった。 

ｃ 資格免許職 

受験者数382人に対し、最終合格者数は106人で、競争率は前年度を1.9ポイント下回る3.6倍

となった。 

ｄ 事務系職種・技術系職種（高卒程度） 

事務系職種は、受験者数104人に対し、最終合格者数は45人で、競争率は前年度を1.5ポイン

ト下回る2.3倍となった。 

総合事務職では46人が受験し、最終合格者数は24人で、競争率は前年度を1.3ポイント下回

る1.9倍となった。 

技術系職種は、受験者数23人に対し、最終合格者数は15人で、競争率は前年度を0.5ポイン

ト下回る1.5倍となった。 

ｅ 事務系職種（経験者） 

受験者数515人に対し、最終合格者数は79人で、競争率は前年度を0.5ポイント上回る6.5倍

となった。 

総合事務職では371人が受験し、最終合格者数は60人で、競争率は前年度を0.6ポイント上回

る6.2倍となった。 

 

(ｲ)各競争試験の日程（令和６年度） 

区 分 受 付 期 間 

筆記 

(第１次) 

試験日 

筆記 

試験地 

面接(第２次) 

試験日 

面接 

試験地 

最終合格 

発表日 

事務系職種（大卒程

度）（早期SPI枠） 

〈インターネット〉 

6.3.14～6.4.5 

6.4.13 

～6.4.26 
- 

6.5.15～6.5.24 

のうち指定する１日 
神戸市 6.6.10 

技術系職種（大卒程

度・経験者）（春日程） 

〈インターネット〉 

6.3.14～6.4.5 
6.4.21 神戸市 

6.5.15～6.5.31 

のうち指定する１日 
神戸市 6.6.10 

事務系職種（大卒程

度)（通常枠） 

〈インターネット〉 

6.4.22～6.5.17 
6.6.16 神戸市 

6.7.1～6.8.9 

のうち指定する２日 
神戸市 6.8.20 

資格免許職 
〈インターネット〉 

6.4.22～6.5.17 
6.6.16 神戸市 

6.7.8～6.7.12 

のうち指定する１日 
神戸市 6.7.24 

事務系職種・技術系

職種（高卒程度） 

〈インターネット〉 

6.8.1～6.8.30 
6.9.29 

神戸市 

豊岡市 

6.10.28～6.11.6 

のうち指定する１日 
神戸市 6.11.20 

技術系職種（大卒程

度・経験者）（秋日程） 

〈インターネット〉 

6.8.26～6.9.13 
6.10.6 

神戸市 

東京都 

6.10.23～6.10.31 

のうち指定する１日 
神戸市 6.11.8 

事務系職種（経験者） 
〈インターネット〉 

6.8.26～6.9.13 
6.10.6 

神戸市 

東京都 

6.11.5～6.12.1 

のうち指定する１日 
神戸市 6.12.18 

技術系職種（大卒程

度・経験者）(追加日程) 

〈インターネット〉 

6.11.1～6.11.29 
6.12.14 神戸市 6.12.14 神戸市 6.12.25 
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(ｳ)各競争試験の受験資格・試験方法（令和６年度） 

区 分 受 験 資 格 試 験 方 法 

事務系職種 

（大卒程度）

（早期SPI枠） 

１ 次のいずれかに該当する者 

ア 22歳～27歳（令和7年4月1日現在） 

イ 21歳（令和7年4月1日現在）以下の者で、４

年制大学等を令和7年3月31日までに卒業又

は卒業見込みの者 

第１次試験 

SPI3 

 アピールシート 

第２次試験 

個別面接 

適性検査 

 

技術系職種 

（大卒程度） 

（春日程・秋日

程・追加日程） 

 

１ 次のいずれかに該当する者 

ア 22歳～27歳（令和7年4月1日現在） 

ただし、保健師及び薬剤師は27歳以下の人 

イ 21歳（令和7年4月1日現在）以下の者で、４

年制大学等を令和7年3月31日までに卒業又

は卒業見込みの者 

２ 児童福祉司、心理判定員、環境科学職、保健

師、薬剤師にあっては、資格取得者（取得見

込者を含む）に限る。 

筆記試験 

専門試験 

記述式 1時間30分 

面接試験 

個別面接 

適性検査 

 

技術系職種 

（経験者） 

（春日程・秋日

程） 

 

１ 次のいずれかに該当する者 

ア 28歳～45歳（令和7年4月1日現在） 

ただし、児童福祉司、心理判定員、保健師

及び薬剤師は28歳～59歳の人 

２ 児童福祉司、心理判定員、環境科学職、保健

師、薬剤師にあっては、資格取得者（取得見

込者を含む）に限る。 

筆記試験 

専門試験 

記述式 1時間30分 

エントリーシート 

面接試験 

個別面接 

適性検査 

事務系職種 

（大卒程度）

（通常枠） 

 

１ 次のいずれかに該当する者 

ア 22歳～27歳（令和7年4月1日現在） 

イ 21歳（令和7年4月1日現在）以下の者で、４

年制大学等を令和7年3月31日までに卒業又

は卒業見込みの者 

筆記試験 

教養試験 

択一式45題（一部選択解答制）2時間30分 

専門試験 

択一式40題（一部選択解答制）2時間 

論文試験  1題  800字  1時間 

面接試験 

個別面接①、個別面接② 

適性検査 

資格免許職 

１ 59歳以下（令和7年4月1日現在） 

２ 資格取得者（取得見込者を含む）に限る。 

筆記試験 

専門試験   

記述式  1時間30分 

面接試験 

個別面接 

適性検査 
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区 分 受 験 資 格 試 験 方 法 

事務系職種・ 

技術系職種 

（高卒程度） 

１ 18歳～21歳（令和7年4月1日現在） 

ただし、定時制・通信制高校在学中の者（既

に高卒以上の学歴を有する者を除く）に限り、

18歳～30歳の者 

２ 次の学歴を有する者は除く 

大学（短期大学を除く）及びこれと同等

と認められる大学校等を 

ア 卒業した者 

イ 在学期間（休学期間を除く）が通算し

て２年を超える者 

ウ 第３年次以上に現に在学し又は在学し

たことがある者 

筆記試験 

教養試験  択一式50題  2時間 

論文試験 (事務系職種) 1題  800字  1時間 

専門試験（技術系職種）記述式 1時間 

面接試験 

個別面接 

適性検査 

事務系職種 

（経験者） 

１ 28歳～45歳（令和7年4月1日現在） 筆記試験 

SPI3  1時間10分 

エントリーシート 

面接試験 

個別面接 

適性検査 

 

技術系職種 

（経験者） 

（追加日程） 

 

１ 28歳～59歳（令和7年4月1日現在） 

 

筆記試験 

専門試験 

記述式 1時間30分 

エントリーシート 

面接試験 

個別面接 

適性検査 

  



- 16 - 

 

 

 

(ｴ)各競争試験の実施状況（令和６年度） 
試験 

区分 

職  種 採用予

定数 

申込者

数 

筆記（第１次） 

試験 

１次面接試験 最終面接

（第２次）試験 

最終合

格者数 
：B 

競争率 

(A/B) 

採用者

数 

辞退者

数 

受験者
数：A 

合格者
数 

受験者
数 

合格者
数 

受験者数 
   

事
務
系
職
種 

䥹
大
卒
程
度) 

䥹
早
期

SPI
枠
䥺 

  

 
人 人 人 人 人 人 人 人 倍 人 人 

総合事務職 20 1,385 1,143 159   139 60 19.1 25 35 

小計 20 1,385 1,143 159   139 60 19.1 25 35 

技
術
系
職
種
䥹
大
卒
程
度
䥺
䥹
春
日
程
䥺 

児童福祉司 13 22 21 20   18 15 1.4 13 2 

心理判定員 5 27 22 15   15 8 2.8 5 3 

保健師 10 48 39 39   38 20 2.0 13 7 

農学職 15 75 65 51   47 21 3.1 12 9 

林学職 6 19 15 15   15 10 1.5 5 5 

水産職 1 27 21 6   6 5 4.2 2 3 

環境科学職 2 11 9 9   8 4 2.3 3 1 

総合土木職 30 45 39 39   33 28 1.4 11 17 

建築職 5 29 21 21   17 12 1.8 4 8 

機械職 1 8 3 3   3 2 1.5 2 0 

電気職 1 6 6 5   5 2 3.0 0 2 

薬剤師 27 74 63 43   37 30 2.1 20 10 

小計 116 391 324 266   242 157 2.1 90 67 

技
術
系
職
種
䥹
経
験
者
䥺
䥹
春
日
程
䥺 

児童福祉司 3 11 10 10   10 2 5.0 2 0 

心理判定員 1 7 4 4   4 3 1.3 2 1 

保健師 2 12 9 9   9 2 4.5 1 1 

農学職 3 12 12 9   8 4 3.0 3 1 

林学職 1 4 2 1   1 0 - - - 

水産職 1 7 5 5   5 0 - - - 

環境科学職 3 7 6 6   3 0 - - - 

総合土木職 4 11 8 8   8 5 1.6 4 1 

建築職 2 5 3 3   3 2 1.5 1 1 

薬剤師 1 2 2 1   1 0 - - - 

小計 21 78 61 56   52 18 3.4 13 5 

事
務
系
職
種
䥹
大
卒
程
度
䥺 

䥹
通
常
枠
䥺 

総合事務職 60 639 377 296 240 126 117 90 4.2 56 34 

警察事務職 8 66 32 22 19 15 15 10 3.2 8 2 

教育事務職 26 67 43 39 36 31 30 25 1.7 23 2 

小中学校事務職 10 50 38 29 28 18 18 12 3.2 10 2 

小計 104 822 490 386 323 190 180 137 3.6 97 40 

資
格
免
許
職 

栄養士 6 87 61 19   19 7 8.7 6 1 

臨床検査技師 13 107 92 46   45 32 2.9 17 15 

診療放射線技師 14 102 96 46   45 20 4.8 18 2 

精神保健福祉相談員 2 12 9 6   5 2 4.5 2 0 

医療福祉相談員 5 16 12 12   10 7 1.7 4 3 

理学療法士 15 67 62 51   49 20 3.1 20 0 

作業療法士 7 19 17 17   17 8 2.1 6 2 

言語聴覚士 5 19 16 15   14 6 2.7 5 1 

臨床工学技士 4 19 17 12   12 4 4.3 4 0 

小計 71 448 382 224   216 106 3.6 82 24 
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試験 
区分 

職  種 採用予
定数 

申込者
数 

筆記（第１次） 
試験 

１次面接試験 最終面接
（第２次）試験 

最終合
格者数 

：B 

競争率 
(A/B) 

採用者 
数 

辞退者 
数 

受験者
数：A 

合格者
数 

受験者
数 

合格者
数 

受験者数   

事
務
系
職
種
䥹
高
卒
程
度
䥺 

 人 人 人 人 人 人 人 人 倍 人 人 

総合事務職 10 51 46 43   41 24 1.9 19 5 

警察事務職 3 27 22 15   14 5 4.4 2 3 

教育事務職 6 21 18 18   18 10 1.8 6 4 

小中学校事務職 5 19 18 15   15 6 3.0 5 1 

小計 24 118 104 91   88 45 2.3 32 13 

技
術
系
職
種
䥹
高
卒
程
度
䥺 

農学職 2 7 7 5   5 3 2.3 2 1 

林学職 1 2 1 1   1 0 - - - 

総合土木職 2 13 13 11   11 10 1.3 6 4 

建築職 1 2 2 2   2 2 1.0 2 0 

小計 6 24 23 19   19 15 1.5 10 5 

事
務
系
職
種
䥹
経
験
者
䥺 

総合事務職 40 527 371 180   164 60 6.2 51 9 

警察事務職 7 54 43 23   22 9 4.8 8 1 

教育事務職 2 31 24 9   9 4 6.0 3 1 

小中学校事務職 6 94 77 18   18 6 12.8 6 0 

小計 55 706 515 230   213 79 6.5 68 11 

技
術
系
職
種
䥹
大
卒
程
度
䥺䥹
秋
日
程
䥺 

児童福祉司 1 3 3 3   3 2 1.5 1 1 

農学職 4 19 15 14   13 9 1.7 6 3 

林学職 5 8 6 6   6 4 1.5 3 1 

水産職 1 11 9 6   5 5 1.8 5 0 

環境科学職 1 5 3 3   3 2 1.5 2 0 

総合土木職 14 5 4 4   4 3 1.3 3 0 

建築職 2 4 3 3   2 0 - - - 

保健師＜警察＞ 1 18 16 6   6 1 16.0 1 0 

小計 29 73 59 45   42 26 2.3 21 5 

技
術
系
職
種
䥹
経
験
者
䥺
䥹
秋
日
程
䥺 

児童福祉司 1 6 4 3   3 1 4.0 1 0 

農学職 3 7 4 4   4 1 4.0 1 0 

林学職 2 2 2 2   2 1 2.0 1 0 

水産職 1 0 - -   - - - - - 

環境科学職 1 3 2 2   2 1 2.0 1 0 

総合土木職 14 10 10 10   9 2 5.0 2 0 

建築職 2 3 1 1   0 - - - - 

電気職 1 6 5 5   3 1 5.0 1 0 

保健師＜警察＞ 1 19 15 6   6 3 5.0 2 1 

小計 26 56 43 33   29 10 4.3 9 1 

技
術
系
職
種

䥹
大
卒
程
度
䥺

䥹
追
加
日
程
䥺 

総合土木職 7 2 2 2   2 1 2.0 1 0 

小計 7 2 2 2   2 1 2.0 1 0 
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 (ｵ) 警察官採用試験（警察本部実施） 

警察官については、警察本部において県内では３回、県外では中国、四国、九州の５県との共

同方式により、採用試験を実施した。 
 
a 警察官採用試験実施状況（県内試験）（令和６年度） 

実施日 区分 採用予定数 申込者数 
１次試験

受験者数:Ａ 

１次試験

合格者数 

２次試験

受験者数 

最終合格

者数:B 

競争率 

（A/B） 
採用者数 辞退者数 

6.5.4 
6.9.16 
7.1.18 

 人 人 人 人 人 人 倍 人 人 

男性Ａ 169 817 622 493 419 228 2.7 109 114 

男性Ｂ 97 569 404 331 273 108 3.7 63 31 

男性キャリアＡ 20 35 27 25 24 7 3.9 7 0 

男性キャリアＢ 20 64 49 39 39 10 4.9 9 1 

女性Ａ 36 213 146 108 94 52 2.8 24 26 

女性Ｂ 25 164 130 114 96 41 3.2 15 19 

女性キャリアＡ 10 16 12 12 12 6 2.0 6 0 

女性キャリアＢ 10 14 12 9 9 4 3.0 2 2 

ｻｲﾊﾞｰ捜査Ａ 
8 

2 2 2 1 1 2.0 1 0 

ｻｲﾊﾞｰ捜査Ｂ  0 - - - - - - - 

心 理 相 談 2 5 3 3 3 1 3.0 1 0 

武道Ａ 
8 

11 10 10 9 7 1.4 7 0 

武道Ｂ 0 - - - - - - - 

合計 405 1,910 1,417 1,146 979 465 3.0 244 193 

※採用者数及び辞退者数には、令和７年１月18日実施分及び令和７年10月採用予定者の人数は含まれてい

ない。 

※キャリア区分のＡは大卒の者、それ以外の区分のＡは大卒又は大卒見込みの者、各区分のＢはＡ以外の者 

 

b 警察官採用試験実施状況（県外試験）（令和６年度） 

実施日 区分 採用予定数 申込者数 
１次試験

受験者数:Ａ 

１次試験

合格者数 

２次試験

受験者数 

最終合格

者数:B 

競争率 

（A/B） 
採用者数 辞退者数 

6.5.12 

～ 

6.10.20 

 人 人 人 人 人 人 倍 人 人 

男性Ａ 11 120 75 18 7 2 37.5 2 0 

男性Ｂ 1 145 98 20 14 4 24.5 1 3 

女性Ａ 12 8 3 1 1 0 - - - 

女性Ｂ 1 16 13 2 2 2 6.5 1 1 

合計 25 289 189 41 24 8 23.6 4 4 

※採用者数及び辞退者数には、令和７年10月採用予定者の人数は含まれていない。 

※各区分のＡは大卒又は大卒見込みの者、ＢはＡ以外の者 
 

試験 
区分 

職  種 採用予
定数 

申込者
数 

筆記（第１次） 
試験 

１次面接試験 最終面接
（第２次）試験 

最終合
格者数 

：B 

競争率
(A/B) 

採用者 
数 

辞退者 
数 

受験者
数：A 

合格者
数 

受験者
数 

合格者
数 

受験者数 

技
術
系
職
種 

䥹
経
験
者
䥺 

䥹
追
加
日
程
䥺 

 人 人 人 人 人 人 人 人 倍 人 人 

総合土木職 7 15 7 6   6 4 1.8 2 2 

小計 7 15 7 6   6 4 1.8 2 2 

   合 計 486 4,118 3,153 1,517   1,228 658 4.8 450 208 
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イ 選考による採用  

選考は、当該選考に係る職の属する職制上の段階の標準職務遂行能力及び当該選考に係る職につ

いての適性を有するかどうかを判定する手続であり、国や他の地方公共団体との人事交流や、欠員

の発生などにより早急に補充する必要が生じる職、競争試験を行っても十分な競争者が得られない

職などについて行っている。 

なお、一部の職については、公募による採用選考試験により選考候補者を決定した上で、選考を

行っている。令和４年度から、多様な人材確保の観点から、採用選考試験の全職種で年齢上限を59

歳以下に引き上げた。 

また、医師・歯科医師職１～２級、看護職１～４級、警察官の警部以下、病院局医療技術職１～

５級（選考試験の実施権限を除く）の職の採用の選考の権限は、各任命権者に委任している。 

 

(ｱ) 採用選考実施状況（職級別）（令和６年度） 

人事交流や選考試験により人事委員会が令和６年度に採用選考を行った職員数は、次のとお

りである。 
 

ａ 行政職                                   （人） 

任命権者 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 10級 計 

知事部局 8(6) 9(7) 10(10) 2 2 1 1 1 1 0 35(23) 

教育委員会 0 0 0 0 1 5 3 0 0 0 9 

警察本部 0 0 1(1) 2 0 0 0 0 0 0 3(1) 

計 8(6) 9(7) 11(11) 4 3 6 4 1 1 0 47(24) 

※ （ ）内は選考試験の結果採用を行った者を内書きした。 
 
ｂ 研究職                 （人） 

任命権者 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 計 

知事部局 0 3(3) 0 0 0 3(3) 

教育委員会 0 1(1) 0 0 0 1(1) 

警察本部 0 2(2) 0 0 0 2(2) 

計 0 6(6) 0 0 0 6(6) 

※ （ ）内は選考試験の結果採用を行った者を内書きした。 

 

ｃ 医師・歯科医師職 （人） 

任命権者 ３級 ４級 計 

知事部局 0 5 5 

病院局 25 14 39 

計 25 19 44 

 

ｄ 警察職                                （人） 

任命権者 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 計 

警察本部 0 0 0 0 0 2 0 3 4 9 
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(ｲ) 職員採用選考試験実施状況（令和６年度） 

（人） 

実施日 職種 採用予定

数 

受験者数 合格者数 採用者数 辞退者数 

6.6.9 獣医師 8 12 9 3 6 

6.7.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

産業技術職（無機材料系） 

産業技術職（食品・バイオ系） 

産業技術職（機械系） 

産業技術職（有機化学系） 

職業訓練指導員（電気・電子・設備系） 

海技職＜知事＞ 

海技職（航海）＜教育委員会＞ 

研究員（地質学） 

建築職（古建築） 

少年相談専門員 

理化学職（法医） 

理化学職（心理） 

心理判定員＜病院局＞ 

1 

1 

1 

2 

2 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

5 

6 

0 

9 

1 

2 

0 

9 

5 

14 

38 

18 

6 

1 

0 

- 

1 

1 

1 

- 

2 

1 

3 

4 

2 

1 

1 

- 

- 

0 

1 

1 

- 

1 

0 

1 

1 

0 

1 

0 

- 

- 

1 

0 

0 

- 

1 

1 

2 

3 

2 

0 

 医療情報職 
遺伝カウンセラー 
治験コーディネーター 

3 
1 
2 

3 
1 
0 

1 
0 
- 

1 
- 
- 

0 
- 
- 

6.9.21 獣医師 4 8 4 1 3 

6.11.3 障害のある人を対象とする採用選考 
事務職（総合事務職、教育事務職、小中学校事務職） 
農学職 
林学職 
総合土木職 
建築職 

7  
70 
1 
1 
2 
0 

 
5 
0 
0 
0 
- 

 
4 
- 
- 
- 
- 

 
1 
- 
- 
- 
- 

6.12.14 獣医師 4 2 1 1 0 

7.2.1 児童福祉司 
保健師 
歯科衛生士＜知事＞ 
獣医師 
産業技術職（食品・バイオ系） 
産業技術職（機械系） 
産業技術職（有機化学系） 
職業訓練指導員（建築系） 
職業訓練指導員（自動車系） 
総合土木職 
建築職 
電気職 
海技職＜知事＞ 
海技職（航海）＜教育委員会＞ 
理化学職（心理） 
薬剤師 
栄養士 
臨床検査技師 
診療放射線技師 
理学療法士 
物理技師 
医療情報職 
遺伝カウンセラー 

2 
2 
1 
3 
1 
2 
2 
1 
1 
9 
1 
1 
1 
2 
1 
5 
1 
1 
2 
2 
2 
2 
1 

6 
3 
4 
0 
5 
3 
1 
2 
1 
4 
3 
2 
0 
0 
10 
9 
14 
16 
24 
8 
1 
0 
0 

2 
2 
1 
- 
2 
1 
0 
2 
1 
1 
1 
0 
- 
- 
2 
5 
4 
3 
3 
2 
1 
- 
- 

2 
2 
1 
- 
1 
1 
- 
2 
1 
1 
1 
- 
- 
- 
1 
3 
3 
3 
3 
2 
1 
- 
- 

0 
0 
0 
- 
1 
0 
- 
0 
0 
0 
0 
- 
- 
- 
1 
2 
1 
0 
0 
0 
0 
- 
- 

合 計 92 329 70 45 25 
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(ｳ) 看護職採用選考試験（令和６年度）（病院局実施） 

（人） 

実施日 採用予定数 受験者数 合格者数 採用者数 辞退者数 

6.5.17, 18 

500 

692 347 324 23 

6.7.5 250 104 95 9 

6.10.11 71 34 33 1 

7.1.10 52 13 13 0 

合計 － 1,065 498 465 33 

 

 (3) 広報等の取組 

 

優秀な人材を広く募集するため、様々な広報活動等を行った。 

 

ア 説明会等の実施 

(ｱ) 大学等での試験説明会の開催 

京阪神地域を中心に、主流であるオンラインでの説明会に加え、対面での説明会にも積極的に

参加し、大学等に職員が出向き、県政や試験制度、勤務条件等について説明を行った。 

 

a 京 阪 神 地 域：令和６年度は19回（15大学等）開催し、527人が参加した。 

         （うち、10回（参加者：210人）はオンライン開催） 

b 京阪神地域以外：令和６年度は１回（１大学等）開催し、12人が参加した。 

         （うち、１回（参加者：12人）はオンライン開催）） 

 

(ｲ) 職員ガイダンスの開催 

受験希望者を対象に、県政や試験制度、勤務条件等の説明を行うとともに、職種別の業務説明

を行うガイダンスを実施した。令和６年度は、大学生の就職活動の早期化を踏まえ、より早い時

期からＰＲするため、９月に追加して実施した。 

 

対 象 実施日 参加人数 

試
験
区
分
別 

大卒程度採用試験受験者対象 6.9.5 73人 

大卒程度・資格免許職採用試験受験者対象 

7.2.4 

7.2.5 

7.2.6 

7.2.7 

7.2.12 

7.2.13 

404人 

高卒程度採用試験受験者対象 
6.7.25 

7.3.27 

34人 

13人 

職
種
別 

臨床検査技師・診療放射線技師 6.5.13 30人 

 554人 

 

 (ｳ) 就職情報提供企業等主催の就職説明会への出展等 

就職情報を提供する民間企業主催による企業就職説明会や公務員予備校主催の説明会に参加

し、県政と県職員の魅力をＰＲした。 
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区 分 実施回数等 参加人数 

企業主催の就職説明会 

神戸市内  6回（うちオンライン2回） 

姫路市内  1回 

大阪市内  6回 

東京都内  1回 

840人 

公務員予備校等での説明会 
神戸市内  3回（うちオンライン2回） 

大阪市内  2回 
215人 

合計 1,055人 

 

(ｴ) 大学１～２年生を対象としたＰＲ活動等 

将来の受験者を早期に確保する観点から、大学のキャリアセンター等と連携し、大学の１～２

年生を対象としたキャリアデザイン等の講義に出席し、県職員という職業を紹介し、魅力をＰＲ

した。令和６年度は兵庫県立大学、同志社大学、関西学院大学等で６回実施し、303人が参加した。 

 

(ｵ) 採用サポーター制度の実施 

県庁のリアルな姿や雰囲気を知ってもらうため、県庁の業務に興味のある大学生等に対し、若

手職員（採用サポーター）と１対１で直接対話し、県庁を体感できる「採用サポーター制度」を

実施し、令和６年度は70人の受入れを行った。 

 

イ 情報発信等 

(ｱ) 職員採用ポータルサイトの開設 

採用試験情報をはじめ、職種紹介や仕事内容・勤務条件、先輩職員メッセージのほか、パンフ

レットや採用説明会での配布資料等の情報提供を行うポータルサイトを令和３年10月に開設し、

令和６年度のページ閲覧回数は279,103回（R6.4.1～R7.3.31）となった。 

 

(ｲ) 兵庫県職員採用X（旧Twitter）の開設 

令和２年度までのメールマガジンの配信に代わり、兵庫県職員採用Xアカウントを開設し、令

和３年４月から採用試験や説明会の情報等を発信している。アカウントのフォロワー数は3,436

人（R7.3.31時点）となった。 

 

(ｳ) 職員採用ＰＲ動画の配信 

    県職員の仕事の面白さ、県職員として働く魅力ややりがいを伝えるため、令和元年度、４年度

に作成した職員採用ＰＲ動画を「ひょうごチャンネル」（YouTube）で配信した。 

公 開 タイトル 

R2.2月  18 人それぞれのイデア  

R2.4月 
兵庫県職員一日密着（男性編） 

兵庫県職員一日密着（女性編） 

R5.4月 

県内各地で働く、リアル 

転職の理由 

「土木」の、イデア 

兵庫県の重要施策を担う。 

新人職員に一日密着 
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  (ｴ)タブロイド紙の作成 

令和６年度は、従来のパンフレットではなく、気軽に手に取って見てもらえるように、先輩職

員のメッセージ、県職員として働く魅力等を紹介した「採用案内」タブロイド紙を作成（20,000

部）し、説明会や大学等で配布した。 
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２ 職員の給与 

 

職員の給与の決定に当たっては、社会一般の情勢に適応させることが基本原則となっている。 

本委員会は、給与に係る調査及び研究を行い、毎年少なくとも１回、給料表が適当であるかどうかに

ついて、議会及び知事に報告し、あわせて適当な措置を講じるよう必要に応じて勧告を行っている。 

 

(1) 職員給与実態調査 

 

職員の給与等の実態を把握し、給与報告等の基礎資料を得ることを目的として、令和６年４月１日

に在職する職員（休職中の職員、公益的法人等へ派遣中の職員、育児休業等の承認を受けている職員

を除く。）について、「職員給与実態調査」を実施した。その調査項目及び調査結果の概要は次のとお

りである。 

 

ア 調査項目 

(ｱ) 給料 

ａ 年齢及び経験年数 

ｂ 給与決定上の学歴 

ｃ 適用給料表及び職務の級、号給 

(ｲ) 諸手当 

 

イ 調査結果の概要 

(ｱ) 給料表別人員、平均年齢、平均経験年数、学歴別及び性別人員構成比 

     区分 

 

給料表 

適用 

人員 

（人） 

平均 

年齢 

（歳） 

平均経験 

年数 

（年） 

学歴別人員構成比 
性別人員 

構成比 

大学卒 

（％） 

短大卒 

（％） 

高校卒 

（％） 

中学卒 

（％） 

男 

（％） 

女 

（％） 

行政職 7,231 41.8 19.8 73.9 5.8 20.3 0.0 58.3 41.7 

研究職 189 44.1 21.0 99.5 - 0.5 - 83.6 16.4 

医師・歯科医師職 68 34.8 8.8 100.0 - - - 60.3 39.7 

看護職 5 45.8 24.0 - 100.0 - - ‐ 100.0 

警察職 11,313 39.2 18.0 53.7 5.8 40.5 - 90.1 9.9 

高等学校教育職 7,117 42.4 17.6 97.0 2.1 0.9 - 58.1 41.9 

中・小学校教育職 15,992 40.3 17.1 96.7 3.3     0.0 - 46.0 54.0 

特定任期付職員 1 58.0 38.0 100.0 - - - ‐ 100.0 

一般任期付職員 12 50.6 17.3 75.0 16.7 8.3 - 83.3 16.7 

全給料表 41,928 40.6 17.9 81.2 4.2 14.6 0.0 62.3 37.7 
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(ｲ) 給料表別平均給与額 

（円） 

給料表 

一人当た

り平均 

給与総額 

内  訳 

給料 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 
管理職手

当 

その他の

手当 

行政職 396,314 327,361 8,216 27,104 6,764 14,691 9,551 2,627 

研究職 446,091 368,707 10,884 27,147 7,730 19,064 9,181 3,378 

医師・歯科医師職 783,902 374,641 2,596 65,694 5,731 6,546 33,354 295,340 

看護職 416,150 331,600 1,300 32,405 11,200 15,712 10,893 13,040 

警察職 409,705 336,926 14,788 29,975 4,936 15,682 1,275 6,123 

高等学校教育職 457,139 

(16,802) 

382,200 9,024 28,026 7,122 12,074 3,084 15,609 

中・小学校教育職 429,880 

(14,104) 

367,279 8,407 25,593 6,323 7,772 5,523 8,983 

特定任期付職員 820,508 718,000 - 67,492 - 35,016 - 0 

一般任期付職員 465,210 391,217 8,291 38,139 4,667 12,811 5,735 4,350 

計 

 

423,939 

(8,231) 

354,767 10,201 27,526 6,166 11,882 4,719 8,678 

（注）（ ）内は、教職調整額及び給料の調整額の内書である。 

 

(2) 民間給与実態調査 

 

ア 調査の概要 

職員と民間従業員の給与を比較検討するための基礎資料を得ることを目的として、人事院及び各

都道府県等人事委員会との共同により、各調査対象事業所の協力を得て、次のとおり実施した。 

(ｱ) 調査期間  令和６年４月22日から６月14日まで 

(ｲ) 調査対象  令和６年４月分給与の最終締切日現在、企業規模50人以上で、事業所規模50人以

上の県内の民間事業所のうち、一定の産業に分類された2,117事業所 

(ｳ) 対象職種  76職種（行政職相当職種22職種、その他の職種54職種） 

(ｴ) 調査人員  初任給関係1,243人（行政職に相当する調査実人員1,178人）、初任給関係以外の

調査職種17,728人（行政職に相当する調査実人員15,676人） 

（調査職種該当者（母集団）の推定数は136,763人、行政職に相当するものは109,212人） 

(ｵ) 抽出方法 

・事業所 人事院が、(イ) に該当する事業所を産業・規模等により層化し、一定の抽出率を用

いて、448事業所を無作為に抽出した。 

・従業員 初任給関係以外の調査職種については、該当する従業員が多数であるときは抽出した

従業員について調査を行った。なお、臨時の従業員及び役員は全て除外した。 
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イ 調査結果の概要 

 

(ｱ) 産業別調査事業所数 

産業分類 事業所数 

農業、林業、漁業  

鉱業、採石業、砂利採取業、建設業 

製造業 

電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、郵便業 

卸売業、小売業 

金融業、保険業、不動産業、物品賃貸業 

教育、学習支援業、医療、福祉、サービス業 

0 

21 

168 

64 

19 

9 

93 

計 374 

 

(ｲ) 職種別給与額等（事務・技術関係職種） 

職種名 平均年齢 きまって支給する給与(A) (A)のうち時間外手当(B) (A)－(B) 

支 店 長 52歳 744,977円 470円 744,508円 

工 場 長 52歳 725,343円 807円 724,536円 

事 務 部 長 53歳 661,396円 1,330円 660,066円 

技 術 部 長 53歳 681,780円 1,952円 679,828円 

事 務 部 次 長 50歳 593,221円 3,018円 590,203円 

技 術 部 次 長 52歳 609,031円 754円 608,277円 

事 務 課 長 49歳 552,584円 10,375円 542,208円 

技 術 課 長 49歳 569,225円 8,395円 560,830円 

事務課長代理 48歳 531,675円 31,051円 500,624円 

技術課長代理 47歳 553,949円 22,458円 531,491円 

事 務 係 長 45歳 468,296円 54,412円 413,883円 

技 術 係 長 46歳 516,188円 69,964円 446,225円 

事 務 主 任 44歳 403,228円 45,877円 357,351円 

技 術 主 任 45歳 485,471円 78,912円 406,559円 

事 務 係 員 39歳 360,110円 40,530円 319,581円 

技 術 係 員 39歳 414,544円 59,595円 354,950円 

 

(ｳ) 学歴別初任給（事務・技術関係職種） 

学歴 初任給月額 

大学卒 226,389円 

短大卒 210,717円 

高校卒 194,538円 

（注）採用のある事業所について平均したものである。 
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(ｴ) 家族手当の支給状況 

扶養家族の構成 支給月額 

配偶者 12,210円 

配偶者と子１人 18,604円 

配偶者と子２人 24,922円 

（注）家族手当の支給につき配偶者の収入に対する制限がある事業所について平均したものである。 

 

(3) 職員の給与等に関する報告及び勧告 

 

上記(1)及び(2)の調査結果等に基づき、議会及び知事職務代理者に、10月16日に職員の給与等につ

いて報告をし、併せて給与の改定等について所要の措置をとるよう勧告した。 

概要は「職員の給与等に関する報告及び勧告の概要」（28ページ～30ページ）のとおり。 
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職員の給与等に関する報告及び勧告の概要（令和６年） 
                                 

令和６年10月16日 

兵庫県人事委員会 
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３ 職員の利益保護 

 

(1) 勤務条件に関する措置要求 

 

ア 制度の概要 

勤務条件に関する措置要求の制度は、法第46条の規定に基づき、職員が、給与、勤務時間その他

の勤務条件に関し、人事委員会に対して、地方公共団体の当局により適当な措置が執られるべきこ

とを要求することができる。 

人事委員会は、要求のあった事案について、職員の勤務条件に関する措置の要求に関する規則（昭

和39年人事委員会規則第15号）に定められた手続に従って審査を行い、要求に理由があると認める

ときは権限を有する地方公共団体の機関に対して必要な勧告等を行う。 

 

イ 処理状況（令和６年度） 

令和６年度における措置要求の係属及び処理状況は次のとおりである。 

区分 

令和５年度末 

（R6.3.31） 

係属件数 

令和６年度 令和６年度末 

（R7.3.31） 

係属件数 
新規要求件数 終結件数 

給  与  1 1  

勤務時間 1 1 2  

休  暇     

そ の 他 1  1  

計 2 2 4 0 

 

ウ 終結事案の概要（令和６年度） 

令和６年（措）第２号事案 

要求年月日 令和６年２月13日 

要求の概要 １ 所属長は休憩時間の業務遂行を指示したり、休憩時間に勤務せざるを得ない現状を放

置したりしないこと。 

２ 当局は、上記の状況を徹底できるよう所属長に対して強くはたらきかけること。 

終結年月日 令和６年４月17日 

結 果 取下げ 

 

令和６年（措）第３号事案 

要求年月日 令和６年３月17日 

要求の概要 ⑴ 所属長は、要求者にいじめ行為を行っている者に適切な指導・働きかけを行うととも
に、別室を新設し、通常業務が行える環境を作ること。 

⑵ 当局は、威圧・暴言を行う者に関する実情を調査し、管理職への指導、働きかけ及び

研修を行うこと。 

終結年月日 令和６年５月13日 

結 果 取下げ 
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令和６年（措）第４号事案 

要求年月日 令和６年７月11日 

要求の概要 未支払給与（通勤手当差額分）の支給を要求する。 

終結年月日 令和６年12月16日 

結 果 棄却 

判断の概要 １ 要求者が要求する通勤手当の支給は、措置要求の対象となる勤務条件の見直しそのも

のではなく、当局が通勤経路の変更を既に行い、勤務条件の見直しが要求者の要求に沿

う形で既になされたことを前提に、当局の専権に属する通勤手当の支給を求める内容あ

り、措置要求の対象事項たる勤務条件の見直しではない。 

２ 時効により当局が通勤手当の差額分を支給しないことは法律に照らして、不適正な点

は認められず、法で定められる以上のことを要求することはできないというべきであ

る。 

 

令和７年（措）第１号事案 

要求年月日 令和７年２月12日 

要求の概要 校長に対し、給食指導や給食の片付けの時間帯に休憩時間を設定しないことを求める。 

終結年月日 令和７年３月14日 

結 果 取下げ 

 

 (2) 不利益処分に関する審査請求 

 

ア 制度の概要 

不利益処分についての審査請求制度は、法第49条の２第１項の規定に基づき、職員が懲戒その他

その意に反する不利益な処分を受けた場合に、人事委員会に対して審査請求を行うことができる。 

人事委員会は、審査請求のあった事案について、審査請求審査規則（平成10年人事委員会規則第

７号）に定める手続に従って審査を行い、当該処分が違法又は不当なものであると認めるときは、

処分を取り消すか、自らその処分を修正し、任命権者に対して必要な指示を行う。 

 

イ 令和６年度の処理状況 

令和６年度における審査請求の係属及び処理状況は次のとおりである。 

区分 

令和５年度末 

（R6.3.31） 

係属件数 

令和６年度 令和６年度末 

（R7.3.31） 

係属件数 

令和６年度 

口頭審理 

開催回数 
請求件数 終結件数 

分

限

処

分 

免 職      

休 職      

降 任      

降 給      

懲

戒

処

分 

免 職 1  1  1 

停 職      

減 給 2   2 2 

戒 告  1 1  1 

そ の 他      

計 3 1 2 2 4 
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ウ 終結事案の概要（令和６年度） 

令和５年（不）第３号事案 

請求年月日 令和５年３月29日 

請求の概要 不適切な出張を一切行っていないため、懲戒免職処分は違法、不当であるなどとして、

本件処分の取消しを求めた。 

終結年月日 令和６年８月19日 

結 果 棄却 

判断の概要 １ 出張を非違行為とするに当たっては、①出張の目的は正当であったか、②目的達成の

ため出張という手段が必要であったといえるか、③出張の目的達成の利益と比較して、

出張という手段が、出張に要した時間中は本来の職場での職務を果たすことができない

という不利益や、相応の交通費を要するという不利益等を考慮しても、なお費用対効果

のつり合いがあり相当と認められるかが判断されるべきであり、本件出張には、非違行

為というべき出張があり、請求人が不適切な出張を繰り返し行い、旅費を不正受給した

といえる。 

２ 仮に請求人の主張どおり、他者からの提案であったとしても、どちらからの提案であ

ったかの違いだけで、結局のところ、隠蔽工作を図ったことには変わりなく、その判断

を左右しない。 

３ 請求人は、相手方に会えないことも多々あるアポイントを取らない出張を、市外遠方

の場合でさえも繰り返し行っており、このような出張の多数回にわたる反復継続は、過

失によってなされるとは経験則上考えられず、故意になされたものであると考えざるを

得ない。 

 

令和６年（不）第３号事案 

請求年月日 令和６年５月10日 

請求の概要 処分を受けた行為に至る相手方の行為について、考慮されていないなどとして、本件処

分の取消し又は軽減を求めた。 

終結年月日 令和７年３月24日 

結 果 棄却 

判断の概要 １ 請求人の発言は、会議の進行を担う管理職が興奮した部下の発言に対して、感情的に

対応した上で、衆人の目前で、当該部下の人格的な評価を貶める発言したといえるので

あるから、不適切な指導であると評価できる。したがって、本件委員会での請求人の発

言について、具体的な発言内容や場面に請求人の主張と処分者の認定と若干の相違があ

ったとしても、非違行為に当たるものと考えられる。 

２ 事実上の処分であっても、同様の処分を受けたことや管理職であることが、加重要因

となることについて不当な点は見受けられず、総合的に勘案すれば、本件処分の量定は

相当であると判断する。 
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(3) 職員の苦情の処理 

 

ア 制度の概要 

職員は、勤務条件その他の人事管理に関し、人事委員会に苦情の申出及び相談を行うことができ、

これを受けて人事委員会は、申出等を行った者に対し、助言等を行うほか、申出等に係る事案の関

係当事者に対し、指導、あっせんその他の必要な措置を行う。 

 

イ 令和６年度の処理状況 

令和６年度の苦情相談は次のとおりである。 

相談件数 

相 談 内 容 

任用 給与 
勤務条件 

・服務 
執務環境 パワハラ セクハラ その他 

２３  ５ ３ ２ １０  ３ 

 

 (4) 分限処分及び懲戒処分の状況 

 

ア 制度の概要 

処分者は、職員に対して法第28条に規定する分限処分又は法第29条に規定する懲戒処分を行い、

法第49条第1項に規定する処分説明書を交付した場合、職員の分限及び懲戒の手続及び効果に関す

る規則（昭和35年人事委員会規則第16号）第4条の規定に基づき、人事委員会に処分説明書の写し

を提出することとなっている。 

 

イ 処理状況（令和６年度） 

令和６年度に人事委員会に報告のあった処分は次のとおりであり、分限処分２件、懲戒処分63件

であった。 

  
知 事 教育委員会 警察本部長 合  計 

５年度 ６年度 ５年度 ６年度 ５年度 ６年度 ５年度 ６年度 

分
限
処
分 

免 職 1    1  2  

休 職     1 2 1 2 

降 任     1  1  

降 給         

小 計 1    3 2 4 2 

懲
戒
処
分 

免 職 1  4 6 2 2 7 8 

停 職  3 3 8 4 10 7 21 

減 給 2  18 15 5 9 25 24 

戒 告 3 1 12 7 6 2 21 10 

小 計 6 4 37 36 17 23 60 63 

  合  計 7 4 37 36 20 25 64 65 

 

 

 

 

 



- 35 - 

 

 

 

ウ 処分の内訳（令和６年度） 

  
知 事 教育委員会 警察本部長 合  計 

５年度 ６年度 ５年度 ６年度 ５年度 ６年度 ５年度 ６年度 

処
分
内
訳 

飲酒運転   1 2  4 1 6 

体 罰   4 3   4 3 

わいせつ  1 2 5 3 4 5 10 

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ 1  9 4  １ 10 5 

横領   2 1 1  3 1 

その他 6 3 19 21 16 16 41 40 

 合 計 7 4 37 36 20 25 64 65 

※処分内訳の件数には、監督処分を含む。 
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４ 職員団体 

 

(1) 職員団体の登録 

 

職員団体が一定の要件に適合していることを人事委員会が確認し、公証する制度である。 

登録の要件は、①規約に一定の事項が定められていること（法第53条第２項）、②職員団体の重要

な事項が民主的な手続で決定されていること（法第53条第３項）、③職員団体の構成員が同一の地方

公共団体の職員のみで組織されていること（法第53条第４項）である。 

登録の効果は次のとおりである。 

① 地方公共団体の当局は、登録職員団体の適法な交渉の申入れに応ずべき地位に立つこと。 

② 任命権者の許可を受けて、登録職員団体の役員として在籍専従することができること。 

③ 職員団体は、人事委員会に申し出て法人格を取得できること。 

登録職員団体は、規約又は登録申請書記載事項に変更が生じた日から20日以内に、人事委員会に届

け出なければならない（職員団体の登録に関する条例第４条第１項）。 

 

ア 登録団体一覧  

人事委員会に登録されている職員団体は次のとおりである。 

（令和７年3月31日現在） 

職員団体名 登録年月日 
組織の別 法人格取

得の有無 連合体 単位団体 

兵 庫 県 職 員 労 働 組 合 昭41.10. 4  ○ ○ 

兵 庫 県 教 職 員 組 合 昭41.10. 4 ○  ○ 

兵庫県高等学校教職員組合 昭41.10. 4  ○ ○ 

兵庫県自立教育労働者組合 昭57. 4.20  ○  

兵 庫 県 教 職 員 連 盟 昭63. 2.23 ○   

加 印 教 職 員 組 合 平 2. 2. 8  ○ ○ 

兵庫高等学校教職員組合 平 2. 3.12  ○ ○ 

但 馬 教 職 員 組 合 平 2. 3.12  ○ ○ 

兵 庫 教 職 員 組 合 平 2. 3.12 ○  ○ 

丹 有 教 職 員 組 合 平 2. 5.10  ○  

淡 路 教 職 員 組 合 平 2. 7. 2  ○  

全 教 兵 庫 教 職 員 組 合 平25. 1.16  ○ ○ 

揖 龍 教 職 員 組 合 平31. 3. 8  ○ ○ 

神 崎 教 職 員 組 合 平31. 3. 8  ○ ○ 

赤 相 教 職 員 組 合 平31. 3. 8  ○ ○ 

多可町・西脇市教職員組合 平31. 3. 8  ○ ○ 

加 東 小 野 教 職 員 組 合 平31. 4.18  〇 〇 

東 播 教 職 員 組 合 令 1．6.27  〇  

Ｉ Ｒ Ｉ Ｓ 兵 庫 令 6．2.16  〇  
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イ 登録の状況 

令和６年度における登録状況は次のとおりである。 

 

登録団体数 
新規登録

申請件数 

解散届出

件数 

変更届出

件数 

変更届出内訳 

規約 
登録事項 

名称 所在地 役員 

19 0 0 7 1 0 0 6 

 

(2) 管理職員等の範囲 

 

職員団体との関係において当局の立場に立って遂行すべき職務を担当する管理職員等とそれ以外

の職員とは同一の職員団体を結成することができない（法第52条第３項）。 

管理職員等の範囲は、同条第４項により管理職員等の範囲を定める規則（昭和41年人事委員会規則

第９号）で定めており、令和６年度の組織又は職の改廃に応じて改正を行った。 
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５ 労働基準監督機関の職権行使 

 

(1) 労働基準監督機関の職権行使の枠組み 

 

職員には、原則として、労働基準法（昭和22年法律第49号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57

号）及び船員法（昭和22年法律第100号）が適用され、労働基準監督機関としての職権行使について

は、県の事業場のうち労働基準法別表第１第11号及び第12号に該当するもの並びに同表に該当しない

官公署については、人事委員会がこれを行う（法第58条第5項）。 

令和６年４月１日現在、県の事業場は352事業場であり、人事委員会の所管が315事業場、労働局・

労働基準監督署の所管が37事業場となっている。 

（令和６年４月１日現在） 

所管 号別 部局 事業場名 

人 

事 

委 

員 

会 

[315] 

第12号(教育･

研究)[189] 

知事[15] 兵庫陶芸美術館 自治研修所 広域防災ｾﾝﾀｰ 県立健康科学研究所 

県立総合衛生学院 県立工業技術ｾﾝﾀｰ 県立ものづくり大学校 県立

但馬技術大学校 県立高等技術専門学院(2) 兵庫障害者職業能力開発

校 県立農林水産技術総合ｾﾝﾀｰ 県立森林大学校 森林動物研究ｾﾝﾀｰ 

県立淡路景観園芸学校 

教委[173] 県立学校(164) 県立南但馬自然学校 県立但馬やまびこの郷 県立総

合教育センター 県立美術館 県立図書館 県立歴史博物館 県立人と自

然の博物館 県立コウノトリの郷公園 県立考古博物館 

警察[1] 警察学校 

別表第１に該

当しない官公

署 

[126] 

知事[55] 本庁（職員健康管理ｾﾝﾀｰを含む｡） 兵庫県民総合相談ｾﾝﾀｰ 県立男女

共同参画ｾﾝﾀｰ 県民局（事務所及び但馬消費生活ｾﾝﾀｰを除く｡）(7) 県

民ｾﾝﾀ （ー事務所を除く｡）(3) 但馬長寿の郷 県税事務所(10) 但馬消

費生活ｾﾝﾀｰ 農林振興事務所(6) 農林水産振興事務所(4) 東京事務

所 職員会館 消費生活総合ｾﾝﾀｰ こども家庭ｾﾝﾀｰ(7) 女性家庭ｾﾝﾀｰ 

食肉衛生検査ｾﾝﾀｰ 動物愛護ｾﾝﾀｰ 県立身体障害者更生相談所 県立

知的障害者更生相談所 精神保健福祉ｾﾝﾀｰ 旅券事務所 家畜保健衛

生所(3) 

教委[7] 事務局本庁 教育事務所(6) 

警察[56] 本庁 機動捜査隊 機動ﾊﾟﾄﾛｰﾙ隊(2) 鉄道警察隊 運転免許課 運転

免許試験場 交通機動隊 高速道路交通警察隊 機動隊 警察署(46) 

その他[8] 議会事務局 選挙管理委員会事務局 人事委員会事務局 監査委員事

務局 労働委員会事務局 収用委員会事務局 海区漁業調整委員会事

務局(2) 

基 労 

準 働 

監 局 

督 ・ 

署 労 

働 

[37] 

第3号(土木･

建設)[15] 

知事[15] 土木事務所(13) 尼崎港管理事務所 姫路港管理事務所 

第13号(保健

衛生)[22] 

知事[14] 健康福祉事務所(12) 中央こども家庭ｾﾝﾀｰ保護第１課・保護第２課 県

立明石学園 

教委[8] 特別支援学校寄宿舎(8) 

（注）１ 上に掲げる以外の事業場については、それぞれ上位の組織中に含める。 

２ 企業職員及び単純労務職員は労働局・労働基準監督署の所管 

３ [ ]内は事業場数 
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(2) 労働基準法等に基づく職権行使 

 

ア 許認可等 

人事委員会が所管する事業場に対して、労働基準監督機関として令和６年度に行った許認可及

び届出の状況は次のとおりである。 

① 解雇予告除外認定            ８件 

② 時間外労働・休日労働に関する協定届   186件 

③ 宿日直勤務許可             ０件 

④ 有機溶剤中毒予防規則一部適用除外認定  ３件 

⑤ 機械等の設置届             ０件 

 

イ 職員勤務実態調査 

労働基準監督機関の権限の行使として、所管する事業場に対し、労働基準法、労働安全衛生法

等の関係法令やこれに関連する任命権者の諸規程の遵守状況を調査し、違反行為を指導するため、

人事委員会所管の全事業場315事業場に書面調査を実施した。 

違反等の課題のある52事業場のうち５事業場に対して、委員等による実地調査を実施したほか、

35事業場に対しては、文書により課題の指摘と措置状況の報告を求めた。 

 

６ 退職管理 

 

離職後に営利企業等に再就職した元職員は、離職前５年間に在職していた地方公共団体の執行機関の

組織等の職員に対して、当該営利企業等又はその子法人と在職していた地方公共団体との間の契約等事

務について、離職後２年間、離職前５年間の職務上の行為をする（しない）ように、要求又は依頼する

こと（働きかけ）が禁止されている。 

元職員から働きかけを受けた職員は、人事委員会にその旨を届け出る義務がある。 

働きかけ規制に違反する行為を行った疑いがある場合は、任命権者が調査を実施し、人事委員会は、

任命権者が行う調査が公正に行われるよう、その開始から終了までを監視する。 

令和６年度の元職員から働きかけを受けた職員からの届出は０件であった。 

 

７ 退職手当の支給制限等に係る意見照会 

 

退職手当管理機関（職員の退職の日において当該職員に対し懲戒免職処分を行う権限を有していた機

関）は、職員の退職手当に関する条例の規定に基づき、当該退職をした者について、在職期間中に懲戒

免職処分を受けるべき行為をしたと認めたときなど一定の場合には、当該退職した職員又はその遺族等

に対して、退職手当の支給制限、返納等の処分を行うことができるものであるが、そのうち一定の場合

には、あらかじめ人事委員会の意見を聴かなければならない。 

令和６年度における退職手当管理機関からの意見照会は、１件であった。 

 


